
1．研究の社会的背景

　2011 年 3 月 11 日に三陸沖を震源とした東北地方太

平洋沖地震が発生した。2012 年 1 月 31 日時点での震

災による人的被害は死者約 1 万 6 千人、行方不明者約

3 万人、家屋被害は全壊約 13 万戸、半壊約 24 万戸に

まで及ぶ。ピーク時における避難者は 40 万人以上で

あり、早急な応急仮設住宅（以下、仮設住宅）の設置

が求められた。2012 年 1 月 30 日時点での仮設住宅の

建設状況としては、908 地区、約 5 万 2 千戸にも及ぶ。

仮設住宅への入居は被災世帯の希望を考慮した上で抽

選で決められた。そのため仮設住宅によっては隣に誰

が入居しているのか分からない状況に陥っており、従

前の社会関係を喪失したことによる孤立から、高齢者

の孤独死に繋がる危険性が指摘されている。

　本研究で調査対象とした大船渡市は岩手県南部の太

平洋沿岸に位置し、市の一帯は典型的なリアス式海岸

となっている。2012 年 1 月 30 日時点での大船渡市の

震災による人的被害は死者 399 人、行方不明者 86 人、

家屋被害は全壊約 3 千戸、半壊約千戸に及ぶ。しかし

近隣の陸前高田市や大槌町に比べると被害割合は相対

的に小さく、また市役所が被災せずに機能していたこ

とや交通網が寸断されなかったことにより、ボランテ

ィア団体がいち早く入り大船渡市の復興に関わること

ができた。そのため大船渡市はいち早く復興に向けた

取り組みがなされており、ボランティア団体にとって

も支援のモデル地区となっている。それだけでなく仮

設住宅に設置が推進されている集会所や談話室注１）に

いち早く支援員注２）を配置するなど、他の地区では見

られない動きも見られる。しかし緊急避難や応急復興

の段階を経た現在、大船渡市でも被災地の仮設住宅で

は前述のような高齢者の孤立や孤独死の危険が指摘さ

れる。そのため高齢者を含む仮設住宅住民の具体的な

生活実態をふまえたうえで、高齢者の孤立や孤独死を

防ぐための支援が喫緊の課題として求められている。

2. 既往の研究と本研究の目的

 建築計画学においては、阪神・淡路大震災後の仮設 ･
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復興住宅について研究が蓄積されてきた。仮設住宅に

ついては中島ら文１）が震災前の住宅地・居住年数・震

災前の近所づきあいとその変化に着目した研究を、松

隈ら文２）が災害による心身の健康状態・ストレスの要

因に着目した研究を行い、震災以前と比べると近所付

き合いは減少していること、コミュニティ崩壊がスト

レスの要因となっていることを明らかにした。復興住

宅については、三田ら文３）が時期別にみる近所づきあ

いの程度・集会所の利用実態・外出行動・今後の意向

に着目した研究を、松井ら文４）が知人の有無と付き合

いの状況・震災前や仮設時と比べた現在の付き合いの

程度に着目した研究を、岡本ら文５）が外出行動の変化・

近所付き合いの変化・友人付き合いの変化・余暇の過

ごし方の変化に着目した研究を、そして高橋ら文６）は

孤独死の特徴・発見までの時間・居住階別にみた孤独

死者の年齢に着目した研究を行い、震災以前と仮設住

宅時を比べると近所付き合いが減少し、住宅の中に閉

じこもりがちな傾向であること、孤独死は男性に多く、

低所得者層が多いことを明らかにした。

　このように従来の研究では孤独死が仮設・復興住宅

内のコミュニティの希薄化と関連していることが指摘

されている。また被災地で活動する支援者の報告文７）

によれば、どの家庭にどのような問題があり、支援が

必要なのかを把握することが困難であり、それゆえ実

効的な支援のためには個人アセス情報が重要になるこ

とが分かった。

 以上をふまえて、本研究では大船渡市の仮設住宅を

対象として、被災前後での高齢者の交流状況の変化を

明らかにするとともに、交流創出におけるコミュニテ

ィ活動の役割を明らかにすることを目的とする。具体

的には、1) 震災前のコミュニティの継続性の違いが仮

設住宅における交流状況にどのように影響しているの

か、2) 集会所の利用やイベントなどのコミュニティ活

動が交流関係の再構築においてどのような役割を果た

しているのかという点を、個々の生活実態に基づいて

できるだけ具体的に明らかにする。これらの検討を通

じて、孤立化を防ぐためにはどのような支援を行えば

よいのかを探るための基礎的知見を得たい。

3. 研究対象と調査方法

　本研究は、岩手県大船渡市（図 1）沿岸部に位置し、

地域コミュニティの状態が異なる N・K・T の 3 つの仮

設住宅（表 1）を対象とする。N 仮設住宅は、様々な

地域から入居しており、震災前の地域コミュニティが

ほとんど存在していない。K 仮設住宅は、半分は K 地

図 1　調査対象の各仮設住宅の位置

区から入居、残りの半分は K 地区以外から抽選によっ

て選ばれ入居した住民であり、震災前の地域コミュニ

ティを継続している住民としていない住民とが混在し

ている注３）。T 仮設住宅は、住民全員が T 地区の住民で

あり、震災前の地域コミュニティが継続されている注４）。

これら 3 つの仮設住宅では自治会発足に関しても違い

がみられ、N 仮設住宅は市からの自治会設置の促しが

あった後に設置されたのに対し、K・T 仮設住宅は入居

者の提案により自治会が設置された。イベントに関し

ては、N 仮設住宅では入居者自身によるサロンや夏祭

りなどのイベントが開催されている。K 仮設住宅では

入居者によるイベントはなく全て支援者により開催さ

れている。T 仮設住宅では民生委員や住民がサロンな

どのイベントを開催している。

　本研究ではこのようにコミュニティの状態が異なる

3 つの仮設住宅を対象としてアンケート調査を行った

（表 2 〜表 4）。また、それぞれの仮設住宅のアンケー

ト調査でインタビュー調査の了承が得られた 53 世帯

表 1　各仮設住宅の概要

対象地 岩手県大船渡市
配布・回収 対象仮設住宅へ留置き調査　後日調査員が訪問して回収（場合によって記入補助）
調査時期 2011年9月4日～9月15日

219戸
N仮設住宅　134戸／K仮設住宅　39戸／T仮設住宅　46戸

調査票数

表 2　アンケート調査の概要

表 3　アンケート対象者

性別・年齢・就労状況・同居人数・同居人構成
以前近所の人が同じ仮設住宅に住んでいるか
避難所が一緒だった人が同じ仮設住宅に住んでいるか
仮設住宅の暮らしやすさ
暮らしやすい理由・暮らしにくい理由
仮設住宅に対する問題点・疑問
ボランティアによる活動への参加有無
集会所でしたいこと
集会所を利用したいか
利用したい理由・利用しない理由

現在の暮らしについて 外出・体調変化・近所づきあい・以前友人知人との交流状況
以前の暮らしについて 外出・近所づきあい・近所以外での交流状況

要介護度・介護施設のサービスへの要望
現在支援を受けているか・仮設住宅での暮らしに対する不安

65歳以上
へのアン
ケート

属性

現在の住まいの状況

集会場（談話室）へのニーズ

介護支援について

表 4　アンケート調査の質問項目

50km

大船渡市

岩手県

陸前赤崎
（休止中）

大船渡市

大船渡湾

大船渡
三陸道路 大船渡駅

Ｎ仮設住宅

Ｋ仮設住宅

Ｔ仮設住宅

500m

特徴 N仮設住宅 Ｋ仮設住宅 Ｔ仮設住宅
世帯数 136世帯 41世帯 47世帯

入居開始日 2011/5/15 2011/6/6 2011/6/10
集会施設の有無 集会所・談話室あり 談話室あり 談話室あり
自治会発足時期 9月 6月 　7月
自治会発足の経 市が自治会設置を促す 入居者からの提案 入居者からの提案

入居者について さまざまな地区から入居
Ｋ地区の住民が半分と
他の地区から入居

入居者すべてがＴ地区
の住民

現在のコミュニ
ティの状態

入居者自らサロンや夏祭
り・敬老会などのイベン
トを企画している。

支援者が企画したイベ
ントに参加している。

T地区の民生委員が中心
となりサロンが開催さ
れている。

N仮設住宅 K仮設住宅 T仮設住宅 全体
回収票数（回収率） 102戸　(76.1%) 32戸　(82.1%) 21戸　(45.7%) 155戸　(68.5%)
高齢者含む世帯の回収票数 71戸　 18戸 15戸 104戸
高齢者世帯の割合 69.6% 56.3% 71.4% 67.1%



59 人にインタビュー調査を実施した ( 表 5 〜表 10)。

インタビュー項目として外出状況、人的交流、介護要

望、高齢期における生活変化、集会所・談話室への要

望等のカテゴリーを設定したが、回答者に自由に口述

してもらう形式とした。

4. アンケート調査からみた高齢者の交流状況

4.1. 仮設住宅内での高齢者の交流の有無（図 2）

　交流が「ない」の割合が N 仮設住宅は前期高齢者

28%、後期高齢者 11%、K 仮設住宅は前期高齢者 20%、

後期高齢者 25% であるが、T 仮設住宅では全く見られ

ない。震災前のコミュニティを継続している T 仮設住

宅では高齢者の交流も継続されていると考えられる。

4.2. 仮設住宅以外での交流の有無（図 3）

　交流が「ない」の割合が N 仮設住宅は前期高齢者

31%、後期高齢者 30%、K 仮設住宅は後期高齢者 17%、T

仮設住宅は前期高齢者 20%、後期高齢者 17% と全ての

仮設住宅で外部と交流を持たない高齢者が見られる。

5. インタビュー調査からみた高齢者の交流状況

　本研究では対象者の交流関係を、同じ集落の住民同

士など近隣住民の生活上の交流や相互扶助の関係であ

る「地縁」、趣味や習い事、仕事関係などを通じて結び

合う「選択縁」、家族や親戚などとの関係に基づく「血

縁」の 3つに区分した注５）。さらにそれらの交流がどの

ようにして（家を行き交う、違う場所で会う、電話を

かけ合う）、どの程度の頻度で行われているかを、震災

以前・避難所・仮設住宅のそれぞれの時点について聞

き取り、その結果について分類を試みた。分類にあた

っては、旧来の交流関係、新たな交流関係、支援のタ

イプの 3 つに着目した（図 4）。旧来の交流関係につい

ては、交流が継続していれば、継続型、一回途切れて

も再継続していれば再継続型、途切れたままの場合は

疎遠型とした（表11,図5）。新たな交流関係については、

以前からの知人と交流する場合は再交流型、新たな人

表 5　インタビュー調査の概要
対象地 岩手県大船渡市
調査方法 対象仮設住宅住民・関係者へのインタビュー
調査時期 2011年9月10日～10月1日、11月3日～6日

調査対象仮設住宅 N仮設住宅　K仮設住宅　T仮設住宅　

高齢者前期 高齢者後期

（65～74歳） (75歳以上)
支援し
ている

支援受
けてる

支援を行うために
雇われている地域 民生委員

N仮設住宅 17人 5人 12人 8人 1人 1人(※) 0人 27人
K仮設住宅 11人 1人 10人 3人 2人 1人(※) 1人 18人
T仮設住宅 8人 0人 8人 1人 2人 2人 1人 14人

高齢者
の合計 合計

64歳以下 外部の人

表 6　インタビュー対象者

64歳以下の支援をしている人 高齢前期
外部の人 高齢後期

64歳以下の支援受けている人
・支援を行うに至った経緯 ・震災前後の外出について
・どういう支援をしているのか ・震災前後の交流について
・運営について ・震災前後の趣味活動について
・今後どのような支援を行いたいか ・集会所の利用について

インタビュー
内容

対象者

表 7　インタビュー調査の項目内容

男 7人（26％） ～64 10人（37％）
女 20人（74％） 65～69 2人（ 7％）

70～74 3人（11％）
独居 6人（22％） 75～79 4人（15％）
夫婦 5人（19％） 80～ 8人（30％）
同居 14人（52％）

不明 2人（ 7％） 合計 27人（100％）*

（世帯構成）

(性別) （年齢）
男 9人（50％） ～64 7人（39％）
女 9人（50％） 65～69 1人（　5％）

70～74 0人（　0％）
独居 5人（27％） 75～79 3人（17％）
夫婦 1人（　6％） 80～ 7人（39％）
同居 10人（56％）

不明 2人（11％） 合計 18人（100％）*

(性別) （年齢）

（世帯構成）

男 3人（21％） ～64 6人（43％）
女 11人（79％） 65～69 0人（　0％）

70～74 0人（　0％）
独居 2人（14％） 75～79 2人（14％）
夫婦 0人（　0％） 80～ 6人（43％）
同居 9人（64％）
不明 3人（22％） 合計 14人（100％）

(性別) （年齢）

（世帯構成）

表 8　Ｎ仮設住宅インタ
ビュー調査対象者の属性

表 9　K 仮設住宅インタ
ビュー調査対象者の属性

表 10　T 仮設住宅インタビュー調査対象者の属性

*：仮設住宅と K 仮設住宅の支援

を行うために雇われている地域住

民の 1 人は地区マネージャーであ

り、同一人物である。

図 4　交流関係の分類方法

図 2　仮設住宅内の交流

N仮設住宅　65 ～ 74 歳

K 仮設住宅　65 ～ 74 歳

T 仮設住宅　65 ～ 74 歳

N 仮設住宅　75 歳以上

K仮設住宅　75 歳以上

T仮設住宅　75 歳以上

N仮設住宅　65 ～ 74 歳

K 仮設住宅　65 ～ 74 歳

T 仮設住宅　65 ～ 74 歳

N 仮設住宅　75 歳以上

K仮設住宅　75 歳以上

T仮設住宅　75 歳以上

図 3　仮設住宅以外の交流
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と交流する場合は新交流型、集会所を通して知り合っ

た人と交流する場合は集会所利用新交流型とした（表

12, 図 6）。支援のタイプは、集会所利用、訪問、支援

なしの 3つである（表 13）。

5.1. 交流関係の推移のパターン

　今回のインタビュー対象者 59 人について、震災前か

ら避難所を経て仮設住宅へと至る交流関係の変化を、

図 4 の旧来の交流関係、新たな交流関係、支援のタイ

プに基づいて分類すると、全部で 29 の推移パターンが

確認された。交流関係の変化に支援が及ぼす影響を見

るために、さらに 59 人のうち支援利用者 40 人 (N 仮設

住宅 17 人 ,K 仮設住宅 13 人 ,T 仮設住宅 10 人 )につい

てみると、全部で 27 の推移パターンに分けられた (表

14)。旧来の交流関係が継続している「継続型」（1 ～

11）は T仮設住宅に最も多く（9人 )、一度途切れた交

流を復活させた「再継続型」(12 ～ 25）は N・K仮設住

宅に多い (11 人、9 人）。一方、交流が途切れてしまっ

た「疎遠型」（26,27）は N仮設住宅にのみ見られた。

　このように震災前のコミュニティを継続している T

仮設住宅では従前の交流関係を継続しているのに対

し、震災前のコミュニティを継続していない N 仮設住

宅では従前の交流関係が疎遠となっている。しかし一

方で、集会所を利用して新たな交流関係を構築した新

･再交流型が N仮設住宅に多くみられる（6人）ことは、

交流関係の再構築のために集会所が一定の役割を果た

していることを示していると推察される。

　そこで集会所の利用や支援員の訪問などの取り組み

が交流関係の再構築にどのような役割を果たしている

のか（あるいは果たしていないのか）を明らかにする

ために、以下では前述の「再継続型」と「疎遠型」、そ

して「継続型」から支援とのかかわりが顕著にみられ

る典型例を取り上げて、どのような文脈において交流

関係の変化が生じたのかを具体的に検討したい。

5.2. 交流関係の変化の具体例

　以下では前掲図 4 に基づいて交流関係変化のパター

ンを示すとともに、そうした変化がどのような状況に

おいて生じたのかを具体的に検討する。

旧地縁
旧地縁選択縁
旧選択縁
旧地縁
旧地縁選択縁
旧選択縁

疎遠型 旧地縁 旧地縁が途切れたままである

再継続型
旧地縁が1度途切れたが再び旧地縁に戻っている
旧地縁選択縁が1度途切れたが再び旧地縁選択縁に戻っている
旧選択縁が1度途切れたが再び旧選択縁に戻っている

継続型
旧地縁が震災後も継続している
旧地縁選択縁が震災後も継続している
旧選択縁が震災後も継続している

表 11　旧来の交流関係のタイプ
（住民＋NPO＋支援員）

（住民＋支援員）

（住民）

（NPO＋支援員）

（支援員）

支援なし 集会所を利用せず、支援者との交流がない

集会所利用

集会所を利用し、仮設住宅内外の住民ボランティアやＮＰＯ、支援員と交流を持ている

集会所を利用し、仮設住宅内外の住民ボランティアや支援員と交流を持ている

集会所を利用し、仮設住宅内外の住民ボランティアと交流を持ている

訪問
集会所を利用せず、ＮＰＯや支援員の訪問を受けている

集会所を利用せず、支援員の訪問を受けている

図 5　旧来の交流関係の例

再交流開始型
旧地縁→新選択縁・旧選択縁→新地縁に変化した縁
がある

（再＋新）交流開始型
旧地縁→新選択縁・旧選択縁→新地縁に変化した縁と
新地縁・新選択縁がある

新交流開始型 新地縁・新選択縁がある

（再＋新）集会所利用交流型
集会所を利用しており旧地縁→新選択縁・旧選択縁→
新地縁に変化した縁と新地縁・新選択縁がある

集会所利用新交流型 集会所を利用しており新地縁・新選択縁がある

表 12　新たな交流関係のタイプ

図 6　新たな交流関係の例

表 13　支援のタイプ

表 14　支援利用者の震災前後の交流関係の推移のパターンの内訳
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（1） 「旧地縁再継続 集会所利用 ( 住民＋ NPO ＋支援員

) 集会所利用新交流型（新地縁）」（図 7）

　最初に、震災によりいっん途絶えてしまった旧来の

交流関係がその後に復活し、さらに集会所の利用を通

じて新たな交流関係が創出された「再継続型」の例に

ついてみていく。No.16 のパターンに該当する N 仮設

住宅の 2 人は、震災以前は旧地縁と交流があったが、

避難所に移り旧地縁との交流が途絶えてしまった。仮

設住入居後に旧地縁の交流が再開し、さらに支援員の

訪問や集会所での交流会やイベントに参加することで

交流関係が増加している。その中の 1 人、80 歳の 1 人

暮らし世帯の女性である L さんは、震災以前は食堂を

経営しており、日常的に挨拶を交わすような地縁の交

流を有していたが、避難所は県外に出たため旧地縁と

の付き合いが無くなってしまった。現在は同じ仮設住

宅に居住している以前のご近所さんとおしゃべりをし

たり、集会所で行われるサロンに参加したことで新た

に仮設住民と知り合い、外のベンチで話をするなど、

震災以前に比べ交流が増えている。全体的にはこの再

継続型が最も多く、40 人中半数以上の 21 人を占める。

（2）「旧地縁疎遠　訪問 (NPO ＋支援員 )型」（図 8）

　次に、上記とは対照的に震災により旧来の交流関係

を失ってしまい、その後も新たな交流関係を構築でき

ていない「疎遠型」の例についてみる。No.27 に該当

する N 仮設住宅の B さん（74 歳女性）は、震災以前

は美容室を経営しており、近所の人とは毎日お茶会を

するなど密接な交流関係があったが、仮設住宅に移っ

てからはそうした付き合いを失ってしまい、仮設内に

もほとんど知り合いがいないため交流がなくなってし

まった。ときおり NPO のボランティアや支援員の訪問

を受けるが、自分から外出して交流することはなく、

新たな交流には結びついていない。疎遠型は 40 人中 2

人しかおらず、全体からみると少ないが、その 2 人と

も N 仮設住宅に居住している。N 仮設住宅は前述のよ

うに、被災前のコミュニティが継続されておらず、と

りわけ隣の陸前高田市からやってきた住民の中には全

く大船渡市での知り合いがいない人もおり、上述の L

さんのように集会所に出かけて新たな交流関係を築く

ことができる人と、B さんのようにそうした交流がで

きずに孤立してしまう人の両方がみられる。

（3）「旧地縁継続　集会所利用 (住民＋ NPO ＋支援員 )

型」（図 9）

　次に、旧来の交流関係を継続しながら交流を深めて

いく「継続型」の例についてみていく。T 仮設住宅に

多く見られる No.3 のパターンでは旧地縁が継続して

いることに加えて、集会所の利用を通じて地域外や

仮設外のボランティアや支援員と関わりを持ってい

る。83 歳の女性 AP さんは、震災以前、近所の人と毎

日お茶会をしており、今現在も近所の人との交流を継

続しているが、集会所で行われる「そよかぜサロン」

や NPO や外部ボランティアによる各種のイベントに参

加することで、住民間の交流が以前よりもさらに増加

している。T 仮設住宅では入居者全てが被災前の T 地

区の住民であり、従前のコミュニティがそのまま仮設

住宅でも継続されている。そのため、仮設住宅におい

て住民は旧来の交流関係をそのまま継続することがで

き、上述の B さんのような孤立化は避けられることが

多い。加えて、集会所でのサロンやイベントに参加す

ることで新たな交流関係も構築されていくのである。

図 7　16：旧地縁再継続　集会所利用（住民＋ NPO ＋支援員）
　集会所利用新交流型（新地縁）

図 8　27: 旧地縁疎遠　訪問（NPO ＋支援員）型

図 9　3：旧地縁継続　集会所利用 ( 住民＋ NPO ＋支
援員 )型
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5.3. ３仮設住宅における高齢者の交流状況のまとめ

　高齢者の外出・交流状況についてのインタビュー結

果（表 15）をみると、外出の際の困難や知り合いの少

なさが高齢者の交流状況に影響を与えていることがわ

かる。「目が悪くなり、一人では出られない。知り合い

がいないので正直さみしい」「仲の良い人がいないた

め、仮設内での交流はあまりない」など、N・K 仮設住

宅では外出に困難を抱えている人や仮設内の知り合い

が少ない人は日常的な交流も少ないことが分かる。一

方、T 仮設住宅では AR さんのように「車いす生活をし

ているが、同じ仮設住宅の人や、仮設住宅以外の人も

会いに来てくれる」など外出困難な人でも、以前から

の知り合いと活発に交流している様子がうかがえる。

　このように、震災前のコミュニティを継続している

T 仮設住宅では旧地縁が潜在的な地域資源として仮設

住民間の交流関係を支えている。一方、旧地縁が希薄

な N・K仮設住宅では、とりわけ外出困難者や閉じこも

りがちの高齢者において交流関係が乏しくなる傾向が

見られる。その点はボランティアや支援員による訪問

によっても必ずしも解消されてはいない。しかし前述

の N 仮設住宅の L さんのように、自分で出歩ける人や

集会所を利用している人の中には新たな人と知り合い

交流が始まっている例も見られた。その意味で、とり

わけ震災前のコミュニティが継続されず旧地縁が希薄

な仮設住宅においては、サロンなどの集会所を利用し

たコミュニティ活動や、仮設住民自身による支援活動

が重要になってくると考えられる。そこで次にこのよ

うな支援活動の担い手についてみていく。

6. インタビュー調査からみた支援提供者の交流状況

　仮設住宅の住民の中には自らも被災者でありながら

高齢者への支援活動やボランティア活動に関わる人々

がいる。以下では、これらの人々がどのような経緯で

支援活動に関わるようになったのかを明らかにする。

インタビュー調査によって明らかになった支援提供者

19人（N仮設住宅10人、K仮設住宅5人、T仮設住宅4人）

について、前掲図 4 の交流関係の推移パターンに基づ

いて交流関係の推移を分類すると、全 7 パターンに分

けられる ( 表 16)。これを見ると支援者のほとんどが

旧地縁および選択縁を継続させている。被災後、新た

に支援活動をおこなううえでも旧来の交流関係が基本

となっていることが分かる。

　これらの中で、No.5 のパターン「旧地縁選択縁継

続　集会所利用 ( 住民＋ NPO+ 支援員 )　集会所利用

新交流型」に該当し、最も積極的に支援活動にかかわ

っている R さんの事例について詳しく見ていく。N 仮

設住宅に住む R さん（55 歳、女性）は、震災以前は自

営業を営んでいた。この方は、被災者でありながら地

域外から来るボランティアの手伝いをするなど住民へ

の支援を行う住民ボランティアの中心的な方で、避難

所から仮設住宅へと移っていくにつれて、支援を介し

て様々な人々との交流が増えている。一方、R さんの

震災前後の交流関係の推移を見ると、旧地縁・選択縁

が継続している（図 10）。避難所では被災前の隣人や

知人と一緒に支援物資の配布や炊き出しなどに取り組

み、さらにそうした支援活動を通して新地縁・選択縁

との交流が多くなっているのである。避難所から仮設

図 10　5：旧地縁選択縁継続　集会所利用 ( 住民＋ NPO+ 支援
員 )　集会所利用新交流型（Rさん　55歳　女性　N仮設住宅）

表 16　支援者 18 人（Ｎ仮設住宅 10 人、Ｋ仮設住宅 5 人、Ｔ
仮設住宅 4人）交流関係の推移のパターンの内訳

表 15　高齢者の外出・交流状況（インタビューより）

支援後の交流
相手 N K T

1 （住民＋支援員） 新交流開始型 1

2 1

3 集会所利用新
交流型 8 1 1

8人 2人 2人
4 1

5 集会所利用新
交流型 2 1 1

2人 1人 1人

6 旧地縁選択縁再継続型
集会所
利用

（住民＋ＮＰＯ＋
支援員）

集会所利用新
交流開始型 1

1人

7 旧地縁疎遠型 集会所
利用

（住民＋NPO＋支
援員）

集会所利用新
交流型 1

1人

集会所
利用

（住民＋ＮＰＯ＋
支援員）

旧地縁選択縁
継続型

集会所
利用 （住民＋ＮＰＯ＋

支援員）
旧地縁継続型

支援のタイプ震災前後の
交流関係

合計

合計

合計

合計

旧来の交流関係
新たな交流関係

のタイプ
N K T支援後の交流

相手 N K T

1 （住民＋支援員） 新交流開始型 1

2 1

3 集会所利用新
交流型 8 1 1

8人 2人 2人
4 1

5 集会所利用新
交流型 2 1 1

2人 1人 1人

6 旧地縁選択縁再継続型
集会所
利用

（住民＋ＮＰＯ＋
支援員）

集会所利用新
交流開始型 1

1人

7 旧地縁疎遠型 集会所
利用

（住民＋NPO＋支
援員）

集会所利用新
交流型 1

1人

集会所
利用

（住民＋ＮＰＯ＋
支援員）

旧地縁選択縁
継続型

集会所
利用 （住民＋ＮＰＯ＋

支援員）
旧地縁継続型

支援のタイプ震災前後の
交流関係

合計

合計

合計

合計

旧来の交流関係
新たな交流関係

のタイプ
N K T

仮設住宅
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仮設住宅
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住宅に入居後もその活動は続き、R さんが中心となり

住民に呼びかけ、仮設住宅の高齢者に向けたサロンを

集会所で開催している。また、支援員に選ばれた地域

住民とは避難所の時から協力してきたため、支援員と

協力しながら納涼会などの季節行事も行っている。R

さんのように自身も被災者であり仮設住民でありなが

ら、支援活動に積極的に取り組んでいる人の存在は重

要である。Rさんとのつながりによって、N仮設住宅の

何人もの住民が支援活動に参加するようになった。

　次に、R さんを含む支援提供者が支援活動をどのよ

うに考えているかを、インタビューに基づき表 17 に示

す。N 仮設住宅の支援提供者 T さんは外部の支援に頼

るばかりではなく、住民自身で支援を行うことの必要

性を述べている。また、K 仮設住宅の支援提供者 AH さ

んは、毎日仮設住宅内の巡回を行うことで前述のよう

に K 地区出身の住民と他の地区から来た住民の双方が

顔見知りになるようなイベントを行おうとしている。T

仮設住宅の支援提供者 AUさんは地域コミュニティの継

続性をいかして、仮設住宅の住民と地域住民が一緒に

行うイベントを開きたいと考えていることが分かる。

このように、仮設住宅の住民の中には外部からの支援

に頼るだけでなく、自らが支援提供者となって仮設住

宅の高齢者を支えるとともに、外部の人々とも積極的

につながりながらコミュニティ活動を支えようとする

人々が存在している。このような人々の存在は、被災

者−支援者という一方的な依存関係を越えて相互扶助

の交流を生み出す可能性を有していると考えられる。

7. 各仮設住宅におけるコミュニティ活動

　以上のように、集会所を利用したイベントや支援活

動、および支援提供者の存在は仮設住宅における交流

を活発なものとするうえで大きな役割を有していると

言える。そこで以下では各仮設住宅における集会所の

使われ方や支援活動の内容を具体的に明らかにすると

ともに、それらの諸活動に対する住民の関わり方と意

識を明らかにする。なお、各種の支援活動は仮設住宅

の集会所を利用して行われることが多く、仮設住宅の

自治会によるコミュニティ活動と一体となって行われ

ることも多いため、以下では広義のコミュニティ活動

の中に支援活動も含めるものとする。

7.1. 各仮設住宅でのイベントの内容

　大船渡市では 2011 年 5,6 月頃より仮設住宅への入居

が始まるとともに仮設住宅内に談話室や集会所が設置

され、9 月からは北上市の支援を受けて仮設住宅支援

員が配置されていった。表 18 は各仮設住宅の集会所で

表 18　仮設住宅の集会所で行われた主なイベント（2011 年 5月〜 2012 年 1月）

表 17　支援提供者の支援活動に対する意識

N

Ｒさん
住民ボラ
ンティア

震災でいろいろな人に助けられて有り難いと思っている
し、助かった命を人のために使いたいと思っている。

Ｔさん 支援員
来てほしい時に来てくれない人（外部ボランティア）をあ
てにするのではなく、自分たちで自分たちのために動い
てくれる人を頼りに動こうと思った。

Ｋ ＡＨさん 支援員

朝、1日1回声をかける巡回をして、お話しする中で要望
をくみ取り、自治会にイベントなどを提案している。ディ
サービスに通っている夫婦もおり、今のところ支援人に
手助けを求める人はいない。

Ｔ ＡＵさん 民生委員
サロンの問題を仮設内だけでしようとしているので、周
りに住んでいる人も入れるようにしたい。

N

Ｒさん
住民ボラ
ンティア

震災でいろいろな人に助けられて有り難いと思っている
し、助かった命を人のために使いたいと思っている。

Ｔさん 支援員
来てほしい時に来てくれない人（外部ボランティア）をあ
てにするのではなく、自分たちで自分たちのために動い
てくれる人を頼りに動こうと思った。

Ｋ ＡＨさん 支援員

朝、1日1回声をかける巡回をして、お話しする中で要望
をくみ取り、自治会にイベントなどを提案している。ディ
サービスに通っている夫婦もおり、今のところ支援人に
手助けを求める人はいない。

Ｔ ＡＵさん 民生委員
サロンの問題を仮設内だけでしようとしているので、周
りに住んでいる人も入れるようにしたい。



2011 年 5 月〜 2012 年 1 月の間に行われた主なイベン

トをまとめたものだが、これを見ると各仮設住宅によ

るコミュニティ活動の特徴の違いがわかる。

　N 仮設住宅では 2011 年 8 月以降、外部の支援者によ

るもの以外にも、住民によるサロンや体操教室などの

イベントが開催されている。また、最近では NPO など

外部の団体によるイベントに対しても自治会を通じて

主体的に関わり、自分たちの要望を述べたりするよう

になってきており、各種イベントや外部からの支援活

動を通してコミュニティ作りに主体的に取り組みはじ

めている。一方、K 仮設住宅では震災前の K 地区住民

によるお茶会などの個人的な交流や民生委員による見

守りを除くと、住民によるイベントはほとんど行われ

ていない。K 仮設住宅では震災前の K 地区住民と K 地

区以外からやってきた住民とが混在しており、双方の

住民間の交流の少なさが問題となっていた。そこで支

援員の尽力により 2011 年 10 月頃から NPO による定期

的なイベントが始まったが、上述の N 仮設住宅のよう

な自治会による主体的な取り組みとはなっていない。

T 仮設住宅では避難所の段階からいち早くサロンが始

まり、その後の仮設住宅でのコミュニティ活動につな

げている。そのほか、子ども会や婦人会、敬老会など

震災以前からの地域活動が仮設住宅でも継続されてい

る。T 仮設住宅では自治会や民生委員の活動が住民間

に浸透しており、イベントにおいても震災前の地域コ

ミュニティの機能が継続していることが分かる。

　以上のように、各仮設住宅におけるイベントの実施

状況は、それぞれの仮設住宅のコミュニティの状態を

反映したものである。被災前のコミュニティとの継続

性が乏しく、様々な地区の入居者によって構成され

る N 仮設住宅では、前述の R さんのように外部の人々

とも積極的につながりながら新たな交流関係を築いて

コミュニティ活動を支えようとしている。一方、居住

者の約半数が被災前の K 地区住民だった K 仮設住宅で

は、他地区からの住民との協力関係がなかなか築かれ

ず、住民によるコミュニティ活動はそれほど活発では

ない。また、被災前のコミュニティの継続性が最も高

い T 地区では、旧来の交流関係を基にしてサロンなど

のイベントを行っている。

7.2. コミュニティ活動に対する仮設住宅住民の意識

　こうした集会所でのイベントや支援活動に対して、

支援を受ける側の住民はどのように感じているのだろ

うか。以下ではその点について、高齢者へのアンケー

ト調査と支援利用者へのインタビュー調査の結果に基

づいて検討を加える。図 11 をみると集会所を利用す

る理由は「友人と談話したい」の割合が N 仮設住宅で

42%、T 仮設住宅で 67%、「子供と触れ合いたい」の割合

が N 仮設住宅で 7%、K 仮設住宅で 50%、「ボランティア

と話したい」の割合が N仮設住宅で 25%、K 仮設住宅で

50% 見られ、どの仮設住宅においても集会所での活動

を通じて住民や外部の人々との交流への要望が高いこ

とが分かる。一方、集会所を利用しない理由について

は、回答が得られた N仮設住宅の結果を図 12に示した。

それによると、「体が思うように動かないので外での活

動は難しい」の割合が女性高齢者の 1 人暮らし世帯で

非常に多く見られた。この点はインタビュー調査の結

果（表 19）でも同様な意見が確認された。5 章の高齢

図 11　集会所を利用する理由

図 12　集会所を利用しない理由

表 19　集会所が利用できていない住民の例



者の外出・交流状況においてもみられたように、身体

が不自由になることが集会所を利用しない理由に繋が

っていることが分かる。一方、男性高齢者の１人暮ら

し世帯では「今のままで満足している」が多く見られ

（図 12）、男性単身世帯において集会所の利用があまり

必要とされていないことがわかる。インタビュー調査

の結果（表 19）においても、集会所で行われるサロン

などの主に女性が集まるイベントにはあまり参加した

くないという声が聞かれる。この点は、集会所で行わ

れるイベントの参加者（支援利用者および支援提供者）

の多くが女性であり、男性の姿をほとんど見かけない

という状況に端的に現れている。しかし、「子供と触れ

合えるようなイベント」や「子供と一緒に何かを作る

ようなイベント」ならば参加したいという声もみられ

る（表 19）ことから、今後、男性高齢者をいかにして

コミュニティ活動に参加させるのか、様々な工夫が求

められるだろう。

7.3. コミュニティ活動が交流関係にもたらす影響

　次に、このようなコミュニティ活動が交流関係に与

える影響について検討する。集会所利用の支援利用者

である 22 名（N 仮設住宅 7 人、K 仮設住宅 8 人、T 仮

設住宅 7人）の交流関係の推移を見ると、全 14 パター

ンのすべてが継続型か再継続型であり、疎遠型は見ら

れない ( 表 20)。また、そのほとんどが集会所利用交

流型であり、集会所の利用を通じて旧来の交流関係が

維持されたり新たな交流関係が生み出されていること

がわかる。特に N 仮設住宅では集会所のサロンの利用

を通じて友人ができた例が 5 人確認され、集会所の利

用が交流関係の創出において大きな役割を果たしてい

ることがわかる。

表 20　支援利用者の震災前後の交流関係の推移のパターンの内訳

表 22　各仮設住宅における支援員の活動内容

8．仮設住宅における支援員の役割

　集会所の利用において支援員の存在は無視できな

い。前述のように、支援員制度は 2011 年 9 月より北上

市の支援により導入されたもので、岩手県内の被災地

で合計約 80 名が配置され、仮設住宅の集会所や談話室

に常駐する。その役割は表 21 に示すように、主に戸別

訪問と行政との連絡係、コミュニティ作り、仮設住宅

内の整備である。N 仮設住宅の高齢者へのインタビュ

ーの中では、集会所に支援員がいることで「何か合っ

たときにも安心」など、生活の安心感に繋がっている

との声が聞かれた。また K 仮設住宅では、孤立しがち

な他地区から来た住民にとって支援員は仮設住宅内の

交流の相手となっているという意見もあった。

　支援員へのインタビューと筆者らによる観察から、

各仮設住宅における支援員の具体的な活動状況を表 22

表 21　支援員の役割

N K T

3
1

K
K

1  
1

1

1

タイプ 内容

1 旧地縁継続型 集会所利用 （住民＋ＮＰＯ＋支援員） 利用のみ 4

4人

2 （支援員＋ＮＰＯ） 利用のみ 1

3 利用のみ 1 1

4 集会所利用新交流型 利用のみ 1

5 (再＋新)集会所利用交流型
サロンで出来た友
人と家の行き来

1

2人 1人 2人

6 利用のみ 1 2 1

7 新交流開始型 利用のみ 1

8 集会所利用新交流型
サロンで出来た友
人と家の行き来

2

3人 3人 1人

9 （住民＋支援員） (再＋新)集会所利用交流型 サロンで友人を得る 1

10 利用のみ 1

11 再交流開始型 利用のみ 1

12 新交流開始型 利用のみ 1

13 (再＋新)集会所利用交流型 サロンで友人を得る 1

2人 3人

14 旧選択縁再継続型 集会所利用 （住民＋ＮＰＯ＋支援員） 利用のみ 1

1人

N K T旧来の交流関係のタイプ 支援のタイプ
新たな交流関係

合計

合計

合計

旧地縁選択縁継続型 集会所利用
（住民＋ＮＰＯ＋支援員）

合計

（住民＋ＮＰＯ＋支援員）

合計

旧地縁再継続型 集会所利用 （住民＋ＮＰＯ＋支援員）

旧地縁選択縁再継続型 集会所利用



に示した。N 仮設では支援員はイベントの手伝いを通

して交流の場を提供することに貢献しているが、対象

世帯数の多さもあり、見回りは住民の状況把握にとど

まり、必ずしも個別の高齢者世帯への支援に結びつい

ているわけではない。K 仮設では、元 K 地区住民と K

地区以外出身の住民からそれぞれ一人ずつ支援員が選

出され、孤立しがちな K 地区以外出身の住民へも配慮

している。K 仮設住宅では前述のように元 K 地区住民

と K 地区以外出身の住民とが混在しており、全体とし

てのコミュニティ形成が不十分なことから、支援員が

中心となり仮設住宅内でのコミュニティを形成しよう

としている初期段階であると言える。T 仮設住宅では

被災前のコミュニティが継続され、自治会も十分機能

していることから、支援員は主に自治会・民生委員の

補佐的な役割を担っている。T 仮設住宅全体としては

既存の地域コミュニティと支援員との協力・連携体制

ができていると言える。

9.　まとめ

　本研究ではコミュニティの状況が異なる大船渡市の

３つの仮設住宅を対象として、被災前後での高齢者の

交流状況の変化を明らかにするとともに、交流創出に

おけるコミュニティ活動の役割を明らかにすることを

試みた。その結果、1) 震災前のコミュニティの継続性

の違いが仮設住宅におけるその後の交流状況に大きな

影響を及ぼしていること、2) 集会所の利用やイベント

などのコミュニティ活動が交流関係の再構築において

重要な役割を果たしていることが明らかとなった。

　N 仮設住宅では、以前の交流関係を継続している・

継続していない住民とが見られ、継続している住民の

中には集会所を通して新たな人との交流が見られる。

一方で以前の交流が減少している住民の多くは集会所

を利用できていないことが分かった。また、K 仮設住

宅では元 K 地区住民と K 地区以外出身の住民とが混在

しており、そのことが全体としてのコミュニティのま

とまりを困難としていたが、支援員や自治会はこれか

ら集会所でのイベントなどを通じてコミュニティ活動

を行おうとしていることが分かった。一方、被災前の

コミュニティを継続させている T 仮設住宅では、旧来

の交流関係に基づいて住民間の交流は活発である。さ

らに自治会や民生委員も活発に活動しており、集会所

を通したイベントを仮設住宅内の住民のみを対象に考

えるのではなく、周辺の地域住民も交えたものにしよ

うとしていることが分かった。

　また、コミュニティ活動についてみると、N 仮設住

宅のように被災前のコミュニティを継続していない仮

設住宅においても、イベントやサロンなど集会所の利

用を通じて旧来の交流関係が維持されるだけでなく、

新たな交流関係が構築されることが明らかとなった。

例えば N 仮設住宅の一部の住民の間では、サロンなど

のイベントで知り合った方と家を行き来するまでに発

展した関係がみられた。また、NPO やボランティなど

の外部者による支援のみならず、仮設住宅の住民自ら

が支援提供者となることによって、より主体的で活発

なコミュニティ活動が可能となることも明らかとなっ

た。しかし、体が不自由で外出が困難な高齢者など本

当に交流への支援が必要な住民に必ずしも支援が届い

ていないことも分かった。また、集会所でのイベント

にとりわけ男性高齢者が参加しにくいと感じる状況が

あることも分かった。こうした問題を解決するために

は、毎日仮設住宅を全戸訪問して住民の生活状況を把

握している支援員と仮設内ボランティアが協力して、

本当に支援が必要な住民が集会所にくることが出来る

ようにコミュニティ活動を展開していく必要があると

考える。

謝辞　調査にご協力いただいた N、K、T仮設住宅の居住されている住
民の皆様、N、K、T 仮設住宅の支援員の皆様、NPO 職員の皆様に記し
て謝意を申し上げます。

注釈
注 1）集会所・談話室とは、仮設住宅の住民が交流することを目的で
作られたもので、サロンや足湯、学習支援などのイベントの開催や、
各種の自治会活動が行われている。
注 2）仮設住宅支援員とは、仮設住宅住民や地域住民から選ばれ、集
会所・談話室に常駐し、仮設住宅のコミュニティ作りや行政連絡・困
りごとの把握を行うものである。
注 3）K地区は KA 地区と KB 地区の２つからなる。
注 4）T地区は TA 地区と TB 地区の２つからなる。
注 5）これらの区分の説明と定義は拙稿文８）による。
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